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令和５年度　　事後評価シート

Ｋ  P  Ｉ

早期からのキャリアガイド教室実施率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 キャリア教育・就労支援充実事業費 予算主管課 特別支援教育課

事　業

概　要

特別支援学校におけるキャリア教育・就労支援の充実に取り組み、児童生徒の自

立と社会参加を図る。

始期 H24

終期

Ｒ7年度 時点･期間 Ｒ8年度

現状値 96.6 ％

目標値 100 ％ 目標値

R4.12 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間

達成率 ％ 達成率 ％

％ 実績値 ％

達成率 97.00 ％ 達成率 ％

100 ％

実績値 97 ％ 実績値 ％ 実績値

100 ％ 目標値 100 ％ 目標値

千円

決算額 3,372 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 4,283 千円
最終現計予

算額

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

インフルエンザや新型コロナウイルス感染症の状況により実施時期を延期したものの、外部講師との再度の日程調整がつかず中止

となった教室があったため、未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

始期 R5

終期

Ｋ  P  Ｉ

巡回通級担当教員により通級指導を受ける児童生徒数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降もKPIは目標達成すると考えられることか

ら、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 巡回通級指導モデル構築事業費 予算主管課 特別支援教育課

事　業

概　要

地理的条件や地域の実情等を踏まえた新たな巡回指導の方法や担当教員の育成等について検

討・実証を行い、児童生徒にとって効果的かつ効率的な巡回通級指導モデルを構築する。

時点･期間 R5~Ｒ8年度

現状値 4 人

目標値 45 人 目標値 50

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 R5~Ｒ5年度 時点･期間 R5~Ｒ6年度 時点･期間 R5~Ｒ7年度

実績値 人

達成率 104.44 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 47 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 55 人 目標値 60

千円

決算額 3,066 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 4,528 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIは、104.4％となった。５年度に引き続いて６年度も宇和島市を再委託先として事業を推進し、更な

るモデル構築を図り、同時に巡回指導未実施の市町へも啓発を行うことで実績値は向上すると考えられる。よっ

て、執行方法や予算の見直しは想定していない。

５

年

度



3
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始期 H29

終期

Ｋ  P  Ｉ

指導医からの助言により事案が解決した割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 特別支援学校医療的ケア実施体制充実事業費 予算主管課 特別支援教育課

事　業

概　要

医療や福祉関係機関、保護者等と連携し、特別支援学校における安全・安心な医

療的ケアの実施体制を構築する。

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5.1 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 100 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

千円

決算額 406 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 912 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H29

終期

Ｋ  P  Ｉ

特別支援学校の地域交流実施率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、６年度以降もKPIは目標達成すると考えられることから、６

年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 特別支援学校友達いっぱいプロジェクト事業費 予算主管課 特別支援教育課

事　業

概　要

障がいのある子どもとない子どもが共に学ぶ機会を増やし、障がいのある子ども自身が持って

いる力を積極的にアピールすることにより、障がい理解の推進を図る。

５

年

度

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 53.2 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3.3 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 100 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

千円

決算額 579 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 1,259 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

※終期短縮（なし→R5）

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

県内全ての特別支援学校の児童生徒が地域の小・中・高等学校の児童生徒と交流及び共同学習を実施することができた。児童生徒は、互いに個々の障がい等の状態に応じたコ

ミュニケーション方法で交流を図り、障がい理解の推進につながった。６年度以降は、各県立特別支援学校において、地域の小・中・高等学校の児童生徒との交流及び共同学

習の取組を継続し、内容の充実を図る。

コ　ス　ト

見直し方向性

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５

年

度



5

6

始期 H19

終期

Ｋ  P  Ｉ

職員研修等で特別支援教育の知識やスキルが深まった教職員割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 特別支援教育教職員資質向上事業費 予算主管課 特別支援教育課

事　業

概　要

障がいのある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた教育を進めるため、教職員の資質

と指導力、専門性の向上を図るための研修等を行う。

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 52 ％

目標値 55 ％ 目標値 60

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4.12 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 ％

達成率 92.73 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 51 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 65 ％ 目標値 70

千円

決算額 840 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 1,382 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

　特別支援学級及び通級による指導担当者のうち、その経験が０～１年の教職員を対象として、障がいに応じた教育課程の編成や指導内容・方法等の研修を実施したことで、

参加者の半数以上が「特別支援教育における実践力が深まった」と自己評価したが、アンケートの自由記述欄からは、まだ経験が浅く、指導力や組織の中核として役割を果た

すことへの不安が残っている者が一定数いることから、目標値の未達成となったと考えられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H19

終期

Ｋ  P  Ｉ

特別支援教育地域リーダーへの相談等によって、指導支援に当たる教職員の課題解決等につながった件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のアンケート結果等を受け、６年度の研修会の実施内容の改善に取り組んでおり、６年度のKPIは目標達成

すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 特別支援教育理解啓発・連携推進事業費 予算主管課 特別支援教育課

事　業

概　要

小中学校等における障がいのある児童生徒等に対する適切な指導・支援を行うための体制整備

と特別支援教育に対する理解啓発や関係機関との連携を推進し、特別支援教育の一層の充実を

図る。

５

年

度

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 7 件

目標値 10 件 目標値 15

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4.5 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 件

達成率 80.00 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 8 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 20 件 目標値 20

千円

決算額 1,057 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 1,969 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

４市町、市町教育委員会、小学校、高等学校から、校内研修の講師依頼や個別の支援計画の作成及び特定の児童生徒に対する具体的な支援の方

法についての相談があり、それぞれの課題解決につながったが、５年度の活用実績は地域が限られており、相談件数が伸び悩んだため、未達成

となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度は、活用地域は限られていたものの、その相談先や相談内容は多岐にわたっており、他地域でもニーズがあ

ると思われる。KPIの達成率は向上すると考えられるため、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定してい

ない。

５

年

度


